
（平成２４年６月２７日報道資料抜粋）

年金記録に係る苦情のあっせん等について

年金記録確認長野地方第三者委員会分

１．今回のあっせん等の概要

（１）年金記録の訂正の必要があるとのあっせんを実施するもの 1 件

国民年金関係 1 件

（２）年金記録の訂正を不要と判断したもの 8 件

国民年金関係 7 件

厚生年金関係 1 件



 

 

長野国民年金 事案 882 

 

第１ 委員会の結論 

 申立人の昭和 44 年１月から同年３月までの国民年金保険料については、納

付していたものと認められることから、納付記録を訂正することが必要であ

る。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏    名 ： 女 

基礎年金番号 ：   

生 年 月 日 ： 昭和 24年生 

住    所 ：   

    

     

    

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： 昭和 44年１月から同年３月まで 

  両親に国民年金の加入手続をしてもらって以降、ずっと保険料を納付し

ているはずである。未納となっている３か月分について、当時家計を管理

していた母が保険料を納めていないはずがない。 

  申立期間の国民年金保険料が未納と記録されていることには納得できな

い。 

  

  

 

第３ 委員会の判断の理由 

   申立期間は３か月と短期間であり、申立期間直後から 60 歳に到達するまで

申立人の国民年金保険料は全て納付済みとなっている。 

 また、申立人の国民年金手帳の記号番号は、国民年金手帳記号番号払出簿

等により、昭和 44 年７月頃に払い出されたことが確認でき、当該払出し時

点において申立期間の保険料は過年度納付することが可能であった。 

さらに、申立人に係る国民年金の加入手続をし、保険料を納付していたと

する同居の両親の記録は、国民年金制度発足当初から申立期間を含む 60 歳

に到達するまでの保険料を全て納付しているとともに、申立期間の前後を通

じて、申立人は両親と農業に従事しており、住所の変更も無く、生活状況に

大きな変化は認められないことから、申立期間のみが未納とされているのは

不自然である。 

 その他の事情を含めて総合的に判断すると、申立人は、申立期間の国民年

金保険料を納付していたものと認められる。 

  

  

 



長野国民年金 事案 883（事案 188の再申立て） 

 

第１ 委員会の結論 

 申立人の昭和 54年９月から 60年３月までの国民年金保険料については、納

付していたものと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

氏    名 ： 男 

基礎年金番号 ：   

生 年 月 日 ： 昭和 15年生

住    所 ：  

     

 

  ２ 申立内容の要旨 

 申 立 期 間 ： 昭和 54年９月から 60年３月まで 

  申立期間については、Ａ村（現在は、Ｂ町）に住所を移し、民宿を経営し

ていた時期であり、詳細は覚えていないが、国民年金の加入手続や国民年金

保険料の納付は元妻に任せていた。元妻からは、保険料を納付したと聞いて

おり、申立期間について保険料が未納となっているのは、納得できない。 

  今回、申立期間当時の住所が、Ａ村にあったことが確認できるＣ組合が発

行した領収書を提出するので、再度審議してほしい。 

  

  

 

第３ 委員会の判断の理由 

申立期間に係る申立については、ⅰ）申立人の国民年金手帳記号番号は、

申立期間後にＡ村において払い出されており、申立人の所持する年金手帳の

「初めて被保険者となった日」にも、昭和 60年４月１日と記載されているこ

と、ⅱ）Ａ村における手帳記号番号の払出し以前に、別の手帳記号番号が払

い出されたことをうかがわせる事情は見当たらないこと、ⅲ）申立人が、Ａ

村において住民登録されていた期間は、60 年６月 15 日から 62 年 10 月 26 日

の間であり、申立期間については、申立人の住民票がＡ村に無く、国民年金

保険料を納付することができないこと、ⅳ）申立人は、国民年金の加入手続

及び保険料納付に直接関与しておらず、申立期間の保険料を納付したことを

示す関連資料（家計簿、確定申告書等）は無いことなどを理由として、既に

当委員会の決定に基づき平成 20 年９月 18 日付けで年金記録の訂正は必要で

ないとする通知が行われている。 

今回の申立てに当たり、申立人は、申立期間当時に、Ａ村に住民登録があ

ったことが確認できる資料として、Ｃ組合が発行した昭和 59年度のごみ処理

手数料の領収書を提出しているが、Ｂ町役場によると、「住民登録が無くても、



 

ごみ処理について、Ｃ組合を利用することは可能であったので、当該領収書

をもって、申立人が、当時、Ａ村に住所があったとは言えない。」と回答して

おり、当該資料は委員会の当初の決定を変更すべき新たな事情とは認められ

ない。 

また、申立人が経営していた民宿に係る不動産登記簿謄本によると、申立

人は、申立期間当時、Ｄ県Ｅ市に住所があったと考えられることから、Ｅ市

において国民年金加入手続及び保険料納付を行った可能性について申立人に

確認したところ、「元妻に国民年金加入手続及び保険料納付を任せていたので

自分では分からない。」としている上、元妻から当時の納付状況等を聴取する

ことができないため、加入の状況及び保険料の納付状況は不明である。 

そのほかに、委員会の当初の決定を変更すべき新たな事情も見当たらない

ことから、申立人が申立期間の国民年金保険料を納付していたものと認める

ことはできない。 

、



 

長野国民年金 事案 884 

 

第１ 委員会の結論 

 申立人の平成５年５月から同年７月までの期間及び同年 11 月から７年１月

までの期間の国民年金保険料については、納付していたものと認めることはで

きない。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏    名 ： 男 

基礎年金番号 ：   

生 年 月 日 ： 昭和 44年生

住    所 ：  

    

     

    

   

２ 申立内容の要旨 

 申 立 期 間 ： ① 平成５年５月から同年７月まで 

② 平成５年 11月から７年１月まで 

  当時勤務していた事業所から、厚生年金保険と国民年金の切替手続につい

ては説明を受けており、退職後に国民年金加入手続及び国民年金保険料の納

付を行った。 

  申立期間が未納と記録されていることは納得できない。 

  

  

 

第３ 委員会の判断の理由 

    申立人は、「会社退職後に、国民年金加入手続及び国民年金保険料の納付

を行った。」と主張しているが、オンライン記録により、申立期間①及び②

の国民年金加入記録は、平成 11年５月 13日に追加処理されたものであるこ

とが確認でき、申立期間当時は未加入であったことから、納付書は発行され

ず、保険料を納付することができなかったものと考えられる。 

また、申立人が所持する年金手帳の国民年金の記号番号記載欄は未記載と

なっており、オンライン記録においても申立期間①及び②当時に国民年金手

帳記号番号が払い出された形跡は見当たらない。 

さらに、申立人が申立期間①及び②について保険料を納付していたことを

示す関連資料（日記、家計簿等）は無く、ほかに申立期間①及び②の保険料

を納付していたことをうかがわせる事情も見当たらない。 

これら申立内容及びこれまで収集した関連資料、周辺事情を総合的に判断

すると、申立人が申立期間①及び②の国民年金保険料を納付していたものと

認めることはできない。 

 



 

長野国民年金 事案 885 

 

第１ 委員会の結論 

 申立人の平成８年５月及び同年６月の国民年金保険料については、納付して

いたものと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏    名 ： 男 

基礎年金番号 ：  

生 年 月 日 ： 昭和 27年生 

住    所 ：  

    

    

    

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： 平成８年５月及び同年６月 

  会社を退職した後に、１号被保険者への種別変更手続と妻の３号被保険者

から１号被保険者への種別変更手続を行い、申立期間の国民年金保険料を納

めたはずであるが、妻は保険料納付済期間とされているにもかかわらず、自

分は未加入期間とされていることに納得できない。 

 

 

第３ 委員会の判断の理由 

申立人が提出した預金通帳では、平成８年９月 25日に申立人の預金口座か

ら２か月分の国民年金保険料が引き落とされていることが確認できるところ

Ａ市が保管する銀行支店別の保険料引落明細書によると、当該保険料は、申

立人の妻の同年５月及び同年６月分の保険料であることが確認できる。 

また、申立人は、「平成８年５月に会社を退職した後、自分と妻の国民年金

の種別変更手続を行い、申立期間の国民年金保険料を納付したはずだ。」と主

張しているところ、オンライン記録によると、申立人が厚生年金保険の被保

険者資格を喪失（同年５月 21日）したことによる申立人の妻の３号被保険者

非該当処理及び申立人が厚生年金保険の被保険者資格を再取得（同年７月 22

日）したことによる申立人の妻の３号被保険者該当処理がそれぞれ同年９月

24日及び 25日に行われている上、上述の保険料口座振替記録から、申立人の

妻の種別変更手続は、申立人の厚生年金保険被保険者資格再取得後に行われ

たものと考えられる。 

さらに、申立期間までに国民年金の２号被保険者以外の被保険者期間が無

かった申立人が、申立期間の国民年金保険料を納付するためには、別の国民

年金手帳記号番号が払い出されていることが必要であるが、国民年金手帳記

号番号払出簿検索システムにより、２号被保険者から１号被保険者への種別

、



 

変更に伴う国民年金の手帳記号番号が新たに付番されているかを検索しても

申立期間に、申立人に対して同手帳記号番号が払い出された形跡は見当たら

ないことから、申立人の申立期間は国民年金に未加入の期間であり、申立人

は、申立期間の国民年金保険料を納付できなかったものと考えられる。 

加えて、申立人が申立期間の国民年金保険料を納付したことを示す関連資

料（家計簿、確定申告書控等）は無く、ほかに申立期間の保険料を納付して

いたことをうかがわせる周辺事情も見当たらない。 

これら申立内容及びこれまで収集した関連資料、周辺事情を総合的に判断

すると、申立人が申立期間の国民年金保険料を納付していたものと認めるこ

とはできない。 

、



 

長野国民年金 事案 886  

 

第１ 委員会の結論 

 申立人の平成７年 10 月から８年 12 月までの期間及び９年４月から同年 11

月までの期間の国民年金保険料については、納付していたものと認めることは

できない。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏    名 ： 女 

基礎年金番号 ：   

生 年 月 日 ： 昭和 50年生

住    所 ：  

    

     

    

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： ① 平成７年 10月から８年 12月まで 

         ② 平成９年４月から同年 11月まで     

    学生時代の期間が国民年金保険料の未納期間になっていたので、社会人に

なる前に未納の保険料を一括して納付したにもかかわらず、申立期間が保険

料の未納期間として記録されていることに納得できない。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

申立人は、「学生時代の国民年金未納保険料を、社会人になる前（平成 10年

４月１日より前）に一括して納付した。」と主張しているところ、オンライン

記録によると、申立人の基礎年金番号は、10 年４月７日付けで付番されてお

り、それ以前に、別の基礎年金番号が付番された事情も見当たらない上、日本

年金機構Ａ事務センターは、「申立人の 20 歳到達は７年＊月であることから、

職権により 10 年４月に付番され、同年 11 月頃までの間に､申立人に基礎年金

番号の通知が行われたものと考えられる。」と回答しており、申立人の主張と

符合しない。 

また、申立期間①と申立期間②に挟まれた平成９年１月から同年３月までの

国民年金保険料を 11年２月 26日及び同年４月２日に過年度納付していること、

及び申立期間②と申立人が大学卒業後初めて厚生年金保険被保険者資格を取

得するまでの間の９年 12 月から 10 年３月までの国民年金の保険料は、12 年

１月 25 日付けで充当処理されていることから、申立人が、基礎年金番号を付

番された 10 年４月以降に、前述の過年度納付期間及び充当処理期間を除いて

申立期間①及び申立期間②のみを一括納付したとは考え難い。 

さらに、申立人に基礎年金番号が付番された平成 10 年４月時点において、



 

申立期間①のうち、７年 10 月から８年２月までの間は時効により保険料を納

付することはできない上、申立期間①の後の最初の納付日（11年２月 26日）

時点において、申立期間①は時効により納付できない。 

加えて、申立人は、「母親からお金をもらって納付した。」と主張していると

ころ、その母親は、「未納保険料の納付のため、お金を渡したことは覚えてい

るが、その時期等は覚えていない。」と回答している上、申立人自身の保険料

の納付場所や納付時期の記憶が明確でないため、申立てに係る保険料の納付状

況は不明である。 

このほか、申立人が申立期間について国民年金保険料を納付していたことを

示す関連資料（日記、家計簿等）は無く、申立期間の保険料を納付していたこ

とをうかがわせる周辺事情は見当たらない。 

これら申立内容及びこれまで収集した関連資料、周辺事情等を総合的に判断

すると、申立人が申立期間の国民年金保険料を納付していたものと認めること

はできない。 



 

長野国民年金 事案 887 

 

第１ 委員会の結論 

 申立人の昭和 61年１月、62年４月及び同年９月から平成元年３月までの期

間の国民年金保険料については、納付していたものと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏    名 ： 女 

基礎年金番号 ：  

生 年 月 日 ： 昭和 37年生 

住    所 ：  

    

    

    

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： ① 昭和 61年１月 

         ② 昭和 62年４月 

         ③ 昭和 62年９月から平成元年３月まで 

    

    

Ａ市役所で国民年金の納付記録を確認してもらった際、未納はないという

ことで全て納付済みになっていたはずである。年金手帳に確認印も押しても

らった。 

申立期間が未納とされていることは納得できない。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

   オンライン記録によると、申立人の申立期間①、②及び③の国民年金被保険

者資格の取得及び喪失の記録は、平成６年 11 月 21 日に追加されていること

が確認できることから、申立期間①、②及び③は、当該記録追加前において

は未加入期間であり、制度上、国民年金保険料を納付することはできない上、

当該記録整備時点において、申立期間①、②及び③は時効により保険料を納

付することができず、それ以前に、申立人に別の国民年金手帳記号番号が払

い出されていたことをうかがわせる事情も見当たらない。 

 また、申立人は、所持する年金手帳の「国民年金の記録」欄に、申立期間①、

②及び③に係る国民年金の被保険者資格取得及び喪失の日付が記入され、Ａ

市の押印が確認できることを申立ての根拠としているが、当該記録は、その

筆跡及び押印の状況並びに記入された日付けから、平成６年９月 21日以降に、

Ａ市においてまとめて記入されたものであることが推認できる上、当該記録

は、申立人の国民年金被保険者資格期間を記入したものであり、保険料の納

付状況を特定するものではない。 

 さらに、Ｂ村の被保険者名簿によると、申立期間①、②及び③は未加入期間

  

  



 

と記録され、Ａ市の被保険者名簿（電算データ）では、申立期間①は未加入

期間、申立期間②及び③は未納期間と記録されている。 

加えて、申立人が申立期間①、②及び③の国民年金保険料を納付していたこ

とを示す関連資料（家計簿、確定申告書等）は無い上、申立人は、保険料納

付に関する記憶が明確でない。 

これら申立内容及びこれまで収集した関連資料、周辺事情を総合的に判断す

ると、申立人は、申立期間①、②及び③の国民年金保険料を納付していたもの

と認めることはできない。  



 

長野国民年金 事案 888 

 

第１ 委員会の結論 

 申立人の昭和 52年 11月から 59年 11月までの国民年金付加保険料について

は、納付していたものと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏    名 ： 女 

基礎年金番号 ：  

生 年 月 日 ： 昭和 27年生 

住    所 ：   

    

    

    

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： 昭和 52年 11月から 59年 11月まで 

  国民年金に任意加入した際、実家の母からの強い勧めがあって、付加年金

にも同時に加入したはずである。Ａ町（現在は、Ｂ市）から送られた納付書

により、Ｃ信用金庫Ｄ支店においてその都度国民年金保険料及び付加保険料

を納付した。 

申立期間の付加保険料が未納とされていることは納得できない。 

  

 

第３ 委員会の判断の理由 

Ａ町の申立人に係る国民年金被保険者名簿によると、申立人の付加年金の加

入年月日欄は空欄である上、申立期間の納付記録は、定額保険料のみが納付さ

れたことを示す「定」が押印されており、申立人が当該期間の付加保険料を納

付していたことをうかがわせる状況は確認できない。 

また、Ｂ市は、「申立期間当時、定額保険料と付加保険料とは一つの納付書

で合計額を納付する仕組みであった。」と回答していることから、７年１か月

と長期にわたる申立期間において、定額保険料と付加保険料を一緒に納付して

いながら、定額保険料については納付済みとなり、付加保険料については未納

となることは考え難い。 

このほか、申立人が申立期間の付加保険料を納付していたことをうかがわせ

る関連資料（日記、家計簿等）は無く、ほかに申立期間の付加保険料を納付し

ていたことをうかがわせる周辺事情も見当たらない。 

これら申立内容及びこれまで収集した関連資料、周辺事情等を総合的に判断

すると、申立人が申立期間の付加保険料を納付していたものと認めることはで

きない。 



 

長野国民年金 事案 889 

 

第１ 委員会の結論 

 申立人の昭和 44年２月から同年４月までの期間、同年８月から同年 11月ま

での期間、同年 12 月、46 年１月から 47 年７月までの期間、同年 10 月、48

年８月及び 49 年４月から同年８月までの期間の国民年金保険料については、

納付していたものと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

氏    名 ： 女 

基礎年金番号 ：  

生 年 月 日 ： 昭和 23年生 

住    所 ：  

    

 

  ２ 申立内容の要旨 

 申 立 期 間 ： ① 昭和 44年２月から同年４月まで 

         ② 昭和 44年８月から同年 11月まで 

         ③ 昭和 44年 12月 

         ④ 昭和 46年１月から 47年７月まで 

         ⑤ 昭和 47年 10月 

         ⑥ 昭和 48年８月 

         ⑦ 昭和 49年４月から同年８月まで 

 

 

 

 

 

 

    昭和 49 年頃に、将来を心配してくれた両親が、自分の国民年金保険料を

まとめて納付してくれた。母から「国民年金保険料の未払いとなっている分

を支払っておいた。」と言われたことを覚えており、申立期間が未加入期間

となっていることは納得できない。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

申立人は、「昭和 49 年頃に、両親が自分の国民年金保険料をまとめて納付

してくれた。」と主張しているが、申立人の国民年金手帳記号番号の前後の任

意加入者の加入時期から、申立人は 53年９月頃に国民年金の加入手続を行っ

たと推認できるとともに、申立人の所持する年金手帳により、51年９月 19日

に遡って国民年金の被保険者資格を取得（その後、52 年５月 11日に訂正。）

していることが確認できることから、申立期間はいずれも未加入期間であり

当該期間に係る納付書は発行されず、国民年金保険料を納付することはでき

なかったと考えられる上、それ以前に、申立人に対し、別の手帳記号番号が

払い出されていたことをうかがわせる事情も見当たらない。 

、



 

また、申立人は申立期間に係る国民年金加入手続及び国民年金保険料の納

付に直接関与しておらず、申立人の当該加入手続及び保険料納付を行ったと

する申立人の両親は既に他界していることから、加入及び納付状況が不明で

ある。 

さらに、申立人が申立期間の国民年金保険料を納付していたことを示す関

連資料（日記、家計簿等）は無く、ほかに申立期間の保険料を納付していた

ことをうかがわせる事情も見当たらない。 

これら申立内容及びこれまで収集した関連資料、周辺事情を総合的に判断

すると、申立人は申立期間の国民年金保険料を納付していたものと認めるこ

とはできない。 

 

 



 

 

長野厚生年金 事案 1235 

 

第１ 委員会の結論 

申立人は、申立期間について、その主張する標準報酬月額に基づく厚生年金

保険料を事業主により給与から控除されていたと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏 名 ： 男 

基礎年金番号 ：   

生 年 月 日 ： 昭和 26年生 

住 所 ：   

    

    

    

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： 平成 11年３月から 15年２月まで 

  申立期間の標準報酬月額が 20万円又は 18万円と記録されているが、毎月

の給与額は従前と変わらず、32 万円ぐらいであったはずなので、調査して

ほしい。 

  

 

第３ 委員会の判断の理由 

申立人は、申立期間の標準報酬月額の相違について申し立てているが、厚生

年金保険の保険給付及び保険料の納付の特例等に関する法律に基づき標準報

酬月額を改定又は決定し、これに基づき記録の訂正及び保険給付が行われるの

は、事業主が源泉控除していたと認められる保険料額及び申立人の報酬月額の

それぞれに見合う標準報酬月額の範囲内であることから、これらの標準報酬月

額のいずれか低い方の額を認定し、記録訂正の要否を判断することとなる。 

申立期間のうち、平成 11 年３月から 14 年 11 月までの期間については、事

業主から提出された 11年分の源泉徴収簿、12年分の年末調整資料、13年分の

源泉徴収簿及び 14 年分の年末調整資料によると、申立人の当該期間に係る給

与額に見合う標準報酬月額は、オンライン記録の標準報酬月額と一致している

又はそれを下回っていることが確認できる。 

また、申立期間のうち、平成 14 年 12 月から 15 年２月までの期間について

は、事業主から提出された年末調整一覧表(15 年分)に記載された社会保険料

控除額に見合う標準報酬月額は、オンライン記録の標準報酬月額を下回ってい

ることが確認できる。 

これらの事実及びこれまで収集した関連資料等を総合的に判断すると、申立

人は、申立期間において、その主張する標準報酬月額に基づく厚生年金保険料

を事業主により給与から控除されていたと認めることはできない。 




